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Ⅰ．調査結果の概要

Ⅰ－１．建設業者全体（専業業者＋兼業業者）について

（結果表第１表参照。以下同じ。）１．業者数

平成１２年度に建設工事の実績があった業者数は、２９８，０３０業者で、前年度比
２．６％の減少となった。経営組織別にみると以下のとおりとなった。

（単位：％）
業 者 数 前 年 度 比 構 成 比

総 数 ２９８，０３０ ▲ ２．６ １００．０
大臣許可業者計 ８，２２６ ▲ １．１ ２．８
知事許可業者計 ２８９，８０４ ▲ ２．６ ９７．２
個 人 ６０，７４７ ▲ ９．３ ２０．４
法 人 ２２９，０５７ ▲ ０．７ ７６．８

２．完成工事高、元請完成工事高

（１）完成工事高（第２表）

建設工事完成工事高、元請完成工事高、下請完成工事高は以下のとおりとなり、完
成工事高に対する元請比率（元請完成工事高／完成工事高）は、６０．１％となった。

（単位：億円、％）
元請完成工事高 前 年 度 比 構 成 比

完成工事高計 １，１７３，０５９ ▲ ０．８ １００．０
元請完成工事高 ７０４，８８２ ▲ ０．１ ６０．１
下請完成工事高 ４６８，１７７ ▲ １．７ ３９．９

図－１ 完成工事高、元請完成工事高の前年度比
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（２）元請完成工事高（発注者別、工事種類別、業種別）

元請完成工事高について、発注者別、工事種類別、業種別にみると、以下のとおり
となった。

① 発注者別（第３表）
（単位：億円、％）

元請完成工事高 前 年 度 比 構 成 比
合 計 ７０４，８８２ ▲ ０．１ １００．０
民間発注工事 ４２６，０９７ １．０ ６０．４
官公庁発注工事 ２７８，７８５ ▲ １．８ ３９．６

図－２ 完成工事高、元請完成工事高の推移

図－３ 元請完成工事高（民間発注工事、官公庁発注工事）の前年度比
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② 工事種類別（第３表）
（単位：億円、％）

元請完成工事高 前 年 度 比 構 成 比
合 計 ７０４，８８２ ▲ ０．１ １００．０
土 木 工 事 ２４２，０４２ ０．４ ３４．３
建 築 工 事 ３９０，５７２ ▲ ２．４ ５５．４
機械装置等工事 ７２，２６８ １１．８ １０．３

③ 業種別（第４表）
（単位：億円、％）

元請完成工事高 前 年 度 比 構 成 比 元請比率
合 計 ７０４，８８２ ▲ ０．１ １００．０ ６０．１
総合工事業 ５５７，５４８ ０．３ ７９．１ ６９．７
職別工事業 ２９，７８２ ７．０ ４．２ ２２．５
設備工事業 １１７，５５２ ▲ ３．７ １６．７ ４８．８

④ 新設、維持・修繕工事別（発注者別）（第６表）
（単位：億円、％）

元請完成工事高 前 年 度 比 構 成 比
合 計 ７０４，８８２ ▲ ０．１ １００．０ －
新 設 工 事 ５６７，１０５ ▲ １．２ ８０．５ －
維持・修繕工事 １３７，７７８ ４．６ １９．５ －
民間発注工事 ４２６，０９７ １．０ ６０．４ １００．０
新 設 工 事 ３３４，１３８ ▲ ０．４ ４７．４ ７８．４
維持・修繕工事 ９１，９５９ ６．６ １３．０ ２１．６
官公庁発注工事 ２７８，７８５ ▲ １．８ ３９．６ １００．０
新 設 工 事 ２３２，９６６ ▲ ２．３ ３３．１ ８３．６
維持・修繕工事 ４５，８１８ ０．７ ６．５ １６．４

図－４ 元請完成工事高構成比（新設工事、維持・修繕工事）の推移
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（第７表）３．受注高、元請受注高

受注高、元請受注高（発注者別）は、以下のとおりとなり、受注高に対する元請受注
比率（元請受注高／受注高）は、５９．８％となった。

（単位：億円、％）
受 注 高 前 年 度 比 構 成 比

受 注 高 計 １，１６５，５７６ ▲ ２．５ １００．０ －
元請受注高 ６９７，０２４ ▲ ２．４ ５９．８ １００．０
民間発注工事 ４２４，０３２ ▲ ２．１ ３６．４ ６０．８
官公庁発注工事 ２７２，９９２ ▲ ２．８ ２３．４ ３９．２

（第８表）４．就業者数

建設業の就業者数について業種別にみると、以下のとおりとなった。
（単位：千人、％）

就 業 者 数 前 年 度 比 構 成 比
合 計 ４，３５２ ▲ ２．０ １００．０
総 合 工 事 業 ２，５７５ ▲ １．１ ５９．２
職 別 工 事 業 ８１５ ▲ ３．６ １８．７
設 備 工 事 業 ９６２ ▲ ３．０ ２２．１

（第１０表）５．付加価値額

建設業の付加価値額について業種別にみると、以下のとおりとなった。
（単位：億円、％）

付加価値額 前 年 度 比 構 成 比
合 計 ２２８，３８１ ▲ ５．２ １００．０
総 合 工 事 業 １４３，８４５ ▲ ３．５ ６３．０
職 別 工 事 業 ３０，５８０ ▲ ５．２ １３．４
設 備 工 事 業 ５３，９５５ ▲ ９．３ ２３．６
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（第１２、１３表）６．業者所在都道府県別、施工都道府県別－元請完成工事高

元請完成工事高を業者所在都道府県別、施工都道府県別にみると、上位１０都道府県
は以下のとおりとなった。

（１）業者所在都道府県別
（単位：億円、％）

業 者 所 在 都 道 府 県 別
県 名 元請完成工事高 前年度比 構 成 比

① 東京都 ２２９，９７７ ３．０ ３２．６ð
② 大阪府 １００，０６５ ▲ ２．９ １４．２ð
③ 神奈川県 ２８, １０９ ▲ ０．１ ４．０ð
④ 北海道 ２７，８３６ ▲ ０．８ ３．９ð
⑤ 愛知県 ２５，４２２ ▲ ４．６ ３．６ð
⑥ 福岡県 １９，０４８ ３．７ ２．７ð
⑦ 兵庫県 １９，０４４ ２５．３ ２．７ð
⑧ 新潟県 １４，８５９ ▲ １．８ ２．１ð
⑨ 静岡県 １４，０１６ ９．３ ２．０ö
⑩ 埼玉県 １１，７８１ ▲ ８．９ １．７ø

（２）施工都道府県別
（単位：億円、％）

施 工 都 道 府 県 別
県 名 元請完成工事高 前年度比 構 成 比

① 東京都 ７８，４８０ ７．７ １１．１ð
② 大阪府 ４４，９１１ ▲ ２．６ ６．４ð
③ 神奈川県 ４２，５７１ ▲ ０．８ ６．０ð
④ 愛知県 ３７，８３５ ▲ ２．３ ５．４ð
⑤ 北海道 ３６，４７１ ０．５ ５．２ð
⑥ 兵庫県 ３０，８１９ ２．１ ４．４ð
⑦ 千葉県 ２６，４７８ ▲ ２．７ ３．８ö
⑧ 福岡県 ２５，３４５ ０．７ ３．６ö
⑨ 埼玉県 ２４，７４３ ▲ ９．３ ３．５ø
⑩ 静岡県 ２２，２５９ ９．６ ３．２ð

注１）矢印は、前年度からの順位の変動を表す。
注２）構成比は全国計を１００とした場合の比率である。
注３）施工都道府県別集計では、資本金２千万円未満の知事許可業者について、主たる営
業所の所在する都道府県にて施工したものとしている。（詳細についてはⅢ．用語の
定義等を参照）
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Ⅰ－２．建設業専業業者について

（第５表）１．業者数

建設業専業（総売上高のうち建設工事完成工事高が８０％以上を占める業者）の業者
数についてみると、以下のとおりとなった。

（単位：％）
業 者 数 前 年 度 比 構 成 比

専 業 計 ２５４，５６７ ▲ ３．１ １００．０ －
個 人 ５７，２２８ ▲１０．２ ２２．５ －
法 人 １９７，３３９ ▲ ０．８ ７７．５ １００．０
1,000万円未満 ８７，４４２ ０．１ ３４．３ ４４．３
1,000万～１億円 １０８，４１１ ▲ １．４ ４２．６ ５４．９
１億円以上 １，４８５ ▲ ４．４ ０．６ ０．８
※法人については、内数で資本金階層の別を表している。（以降、５．付加価値額
まで同様）

（第５表）２．完成工事高、元請完成工事高

建設業専業の完成工事高、元請完成工事高についてみると、以下のとおりとなった。

（１）完成工事高
（単位：億円、％）

完成工事高 前 年 度 比 構 成 比
専 業 計 ９６０，７８１ ▲ １．５ １００．０ －
個 人 ２２，２４４ ▲１６．０ ２．３ －
法 人 ９３８，５３７ ▲ １．１ ９７．７ １００．０
1,000万円未満 ７０，９７１ ▲ １．０ ７．４ ７．６
1,000万～１億円 ４６６，６１２ ▲ ２．８ ４８．６ ４９．７
１億円以上 ４００，９５３ ０．８ ４１．７ ４２．７

（２）元請完成工事高
（単位：億円、％）

元請完成工事高 前 年 度 比 構 成 比
専 業 計 ５８４，４８６ ▲ ０．８ １００．０ －
個 人 １２，２３５ ▲１８．６ ２．１ －
法 人 ５７２，２５１ ▲ ０．４ ９７．９ １００．０
1,000万円未満 ２６，９２４ ４．１ ４．６ ４．７
1,000万～１億円 ２４０，３５４ ▲ ２．０ ４１．１ ４２．０
１億円以上 ３０４，９７３ ０．６ ５２．２ ５３．３
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図－６ 資本金階層別、業者数等の割合（建設業専業業者）
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（第７表）３．受注高、元請受注高

建設業専業業者について、受注高、元請受注高をみてみると、以下のとおりとなった

（１）受注高
（単位：億円、％）

受 注 高 前 年 度 比 構 成 比
専 業 計 ９４９，０６９ ▲ ３．７ １００．０ －
個 人 ２２，４４０ ▲１６．０ ２．４ －
法 人 ９２６，６２９ ▲ ３．３ ９７．６ １００．０
1,000万円未満 ７１，６５２ ▲ ０．７ ７．５ ７．７
1,000万～１億円 ４７１，０００ ▲ ２．８ ４９．６ ５０．８
１億円以上 ３８３，９７７ ▲ ４．３ ４０．５ ４１．４

（２）元請受注高
（単位：億円、％）

元請受注高 前 年 度 比 構 成 比
専 業 計 ５７３，８１７ ▲ ３．６ １００．０ －
個 人 １２，３２１ ▲１９．１ ２．１ －
法 人 ５６１，４９６ ▲ ３．２ ９７．９ １００．０
1,000万円未満 ２７，１３６ ４．２ ４．７ ４．８
1,000万～１億円 ２４３，３０６ ▲ ２．１ ４２．４ ４３．３
１億円以上 ２９１，０５４ ▲ ４．７ ５０．７ ５１．８

（第９表）４．就業者数

建設業専業業者の就業者をみると、以下のとおりとなった。
（単位：千人、％）

就 業 者 数 前 年 度 比 構 成 比
専 業 計 ３，５６５ ▲ ２．６ １００．０ －
個 人 ２７５ ▲ ５．１ ７．７ －
法 人 ３，２８９ ▲ ２．３ ９２．３ １００．０
1,000万円未満 ７０９ １．５ １９．９ ２１．６
1,000万～１億円 １，９８５ ▲ ２．７ ５５．７ ６０．３
１億円以上 ５９５ ▲ ５．３ １６．７ １８．１
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（第１１表）５．付加価値額

建設業専業業者の付加価値額をみると、以下のとおりとなった。
（単位：億円、％）

付加価値額 前 年 度 比 構 成 比
専 業 計 １８４，２１８ ▲ ５．７ １００．０ －
個 人 ７，３７７ ▲ ３．６ ４．０ －
法 人 １７６，８４１ ▲ ５．８ ９６．０ １００．０
1,000万円未満 ２３，４７５ ▲ ４．４ １２．７ １３．３
1,000万～１億円 ９７，６０８ ▲ ６．１ ５３．０ ５５．２
１億円以上 ５５，７５９ ▲ ５．９ ３０．３ ３１．５

（注）四捨五入の関係で係数には、不整合が生じる箇所がある。
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Ⅱ．調査の概要

１．目 的
建設工事施工統計調査は、建設業者が１年間に施工した建設工事の完成工事高等を調
査し、建設業の実態・建設活動の内容を明らかにすることによって、経済政策、建設行
政等に資することを目的として、毎年実施されている調査である。

２．根拠法規
（１）統計法（指定統計第８４号）
（２）建設工事統計調査規則（建設省令第２９号）

３．調査対象期間

平成１２年度（但し、決算日が平成１３年３月３１日以外の調査対象者にあっては、
平成１３年３月３１日前の直近決算日から、遡る１年間）

４．調査項目
（１） 経営組織
（２） 資本金又は出資金
（３） 有形固定資産
（４） 業種
（５） 就業者数
（６） 年間完成工事高
（７） 兼業売上高
（８） 年間受注高
（９） 建設業付加価値額

５．調査の方法
・ 国土交通省は、都道府県を経由して調査対象者に調査票を郵送により配布。
・ 調査対象者は、自計申告により調査票に記入。
・ 国土交通省は、都道府県を経由して、調査対象者から調査票を回収・集計した。

国土交通省 都道府県 調査対象者

土木事務所等

出先機関
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６．調査対象者の抽出
（１）母集団は、建設業法に基づく許可を有する約５９万建設業者とした。
母集団の内訳は､大臣許可業者約１万業者､知事許可業者約５８万業者となっている。
（平成１３年３月３１日現在）
（２）上記母集団から約１１万業者を標本抽出した。（サンプリング）
① 大臣許可業者（約１万業者）は、全数調査とした。
② 知事許可業者は層化業種、資本金階層別により区分し、約１０万業者をネイマン
法により抽出した。
但し、「舗装」、「しゅんせつ」、「板金」及び「さく井」の業種については、
許可業者数が少ないため、全数調査とした。
また、資本金３，０００万円以上の知事許可業者についても全数調査とした。

区 分 抽 出 率

大臣許可業者（個人・法人）及び直営で建設工事を施工する事業所 全 数

知 資本金（出資金）３，０００万円以上の法人 全 数
事
許 「舗装」、「しゅんせつ」、「板金」及び「さく井」の許可を
可 有する業者（個人・法人） 全 数
業
者 個人及び資本金（出資金）３，０００万円未満の法人 １／３

～１／１０６

（３）調査対象者数

調査対象者数 １１２，９６３業者
調査票提出業者数 ７５，３１３業者
実績記入のあった業者数 ７２，８４２業者
実績記入のなかった業者数 ２，４７１業者
調査票未提出業者数 ３７，６５０業者

（注）本調査は、調査票に建設活動実績の記入があった業者の数値を集計した
ものであり、調査票未提出業者については、施工実績がなかったものとし
て扱っている。

７．調査・表章の単位
調査単位は、「百万円」及び「人」である。
表章単位も、「百万円」及び「人」である。
但し、調査結果の数値は、提出された調査票のデータに、各調査対象者の抽出率に応
じて、その逆数を乗じ、母集団である全国約５９万建設業者の値に復元した値である。
そのため、四捨五入の関係で、計数には不整合が生じる箇所がある。

８．公 表
調査結果は、３月に新聞等へ公表すると共に、建設統計月報（定期刊行物）に掲載し
ている。また、調査報告書として「建設工事施工統計調査報告」を毎年刊行している。
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Ⅲ．用語の定義等

１．用語の説明
（１）建設業者
建設業法上の許可業者。（複数の許可を有する業者であっても、１業者として扱っ
ている。）
（２）業態別工事種類
建設業法に基づく、２８種類の許可業種を基本として、３２業種に分類している。

業 種 別 一 覧

０１ 一般土木建築工事業 １７ 金属製屋根工事業

０２ 土木工事業 １８ 板金工事業

０３ 造園工事業 １９ 塗装工事業

０４ 水道施設工事業 ２０ ガラス工事業

０５ 舗装工事業 ２１ 建具工事業

０６ しゅんせつ工事業 ２２ 防水工事業

０７ 建築工事業 ２３ 内装工事業

０８ 木造建築工事業 ２４ はつり解体工事業

０９ 大工工事業 ２５ 電気工事業

１０ とび・土工・コンクリ－ト工事業 ２６ 電気通信工事業

１１ 鉄骨工事業 ２７ 管工事業

１２ 鉄筋工事業 ２８ さく井工事業

１３ 石工工事業 ２９ 熱絶縁工事業

１４ 煉瓦・タイル・ブロック工事業 ３０ 機械器具設置工事業

１５ 左官工事業 ３１ 消防施設工事業

１６ 屋根工事業 ３２ その他の設備工事業
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（３）用語の定義

建 設 工 事 建設業法第２条第１項に規定する建設工事をいう。
したがって、設計監理、ボーリング、炭鉱・鉱山の坑道掘削工事は
含まれない。

決算期内に工事が完成し、その引渡しが完了したものについての最
完 成 工 事 高 終請負高（請負高の全部又は一部が確定しないものについては、見

積計上による請負高）及び未完成工事を工事進行基準により収益に
計上する場合における決算期中出来高相当額をいう。

受 注 高 建設工事の元請及び下請による請負高（請負高が確定していない場
合は見積計上による請負高）をいう。

元 請 工 事 発注者（施主）から直接請負った建設工事をいう。

下 請 工 事 他の建設業者から下請として請負った建設工事をいう。

国及び地方公共団体、住宅金融公庫その他の公庫、日本政策投資銀
行及び国際協力銀行、都市基盤整備公団その他の公団及び運輸施設
整備事業団その他の事業団、日本原子力研究所、帝都高速度交通営

官公庁発注工事 団、電源開発株式会社、関西国際空港株式会社、中部国際空港株式
会社及び東京湾横断道路株式会社、港務局、土地改良区及び森林組
合、地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開発公社が発注した
工事をいう。したがって、ＮＴＴ、ＪＲ等が発注した工事は、民間
発注工事として扱っている。

官公庁発注工事以外の工事（駐留軍、外国公館、土地区画整理組
民間発注工事 合、地方公共団体の設置した上記以外の法人及び共済組合の工事を

含む）をいう。

構造物及び付属設備を新たに建設し、若しくは増改築、改良する工
新 設 工 事 事をいい、災害を契機とする改良復旧工事及び除却・解体工事を含

む。新設工事と維持・修繕工事の双方を含む工事については、主た
る内容により区分している。

新設工事以外の工事をいい、既存の構造物及び付属設備の従前の機
能を保つために行う経常的な補修工事、改装工事、移転工事、災害

維持・修繕工事 復旧工事及び区間線設置等の工事（作業）を含む。
新設工事と維持・修繕工事の双方を含む工事については、主たる内
容により区分している。

いわゆる土木工事（道路工事、河川工事等）、農業土木工事（農道
工事土地改良工事等）のほか、送電線、配電線、地中電線路、電車

土 木 工 事 線、電話線、アンテナ、電線支持物、鉄塔、信号装置、屋外の送配
管、石油タンク、ガスタンク、鋼製工業薬品タンク、浮ドッグ、交
通標識、サイロ等の工事を含む。また、土木施設の付属物の工事も
含まれる。

建築工事にはその一部である鉄骨、鉄筋、防水、塗装、木製間仕切
建 築 工 事 ・ 壁等の工事及び建築工事に付帯する整地、門塀等の工事を含む。
建築設備工事 建築設備工事とは、冷暖房、換気、給排水、電気、ガス、消火、汚

水処理場の設備工事及び昇降機、煙突等の工事をいう。

住 宅 居住を主たる目的とする建築物（複合建築物のうち、居住用床面積
が全体の５０％以上のものは住宅とする）をいう。
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居住以外（鉱工業用、商業用、サービス業用、公益事業用及び公務
非 住 宅 ・文教用等居住用以外の目的の全てを含む）を主たる目的とする建

築物をいう。

工場等における動力設備、配管、機械基礎、築炉、機械器具設置等
機械装置等工事 の工事及び変電設備、屋内電信電話設備、電光文字設備、ネオン装

置、ガス導管、坑井設備、遊園地の遊戯設備、鋼索道及び架空索道
設備等の工事をいう。

７月１日現在で、業務に従事している雇用者（直接雇用し、直接賃
従 業 者 金を支払っている者）、個人業主、無給家族従業者、有給役員をい

就 う。

労務外注契約 又は「準直用」 により仕事に従事している者（但※１ ※２

業 し、労務外注の相手先が建設業許可業者である場合を除く。）をい
う。

労務外注 工種・工程別等の工事の完成を約する契約で、その大部分が※１
者 労務費であるものをいう。

直接雇用している訳ではないが、その者の賃金台帳の整備や※２
保険手続等を行っている場合をいう。

建設工事の過程で企業の労働と資本により新たに加えられた価値の
建設業の ことであり、完成工事から自ら生産したものではない材料費や外注
付加価値額 費などを差し引いたもの（別の見方をすれば、労務費、人件費、租

税公課、営業損益等の合計）をいう。

建設業専業 総売上高のうち、建設工事完成工事高が８０％以上を占める業者。

共同企業体 共同受注した建設工事受注額のうち、企業の持分に応じた受注額の
受 注 高 合計をいう。

２．都道府県別集計
結果表の都道府県別集計には、次の２種類がある。
（１）業者所在都道府県別
主たる営業所（いわゆる本店、本社）の所在する都道府県別に調査結果を集計した
ものである。
（２）施工都道府県別
大臣許可業者及び資本金（出資金）２千万円以上の知事許可業者については、実際
に施工した都道府県別に元請完成工事高を調査しているが、その他の業者については、
主たる営業所の所在する都道府県に全ての元請完成工事高を計上している。

３．その他
本統計の調査結果には消費税が含まれている。


